
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政策

施策

基本事業

終了年度開始年度

事務事業の目的と成果

指標・事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

区分 単位

事　業　費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

手段（事務事業の内容、やり方）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

実施計画
事業認定

会計区分 補助金

千円

千円

正職員人件費(B)

総事業費 ( A + B )

平成26年度 【     360】

電子情報安全管理対策事業 情報推進課　情報管理係

07 計画実現に向けて

効率的な行財政運営の推進01

05 情報セキュリティの確保とネットワーク基盤の安定稼動

平成15年度 ― 対象 一般会計

・市職員
・庁内のネットワークシステム、庁内の電算システム全般

・庁内のネットワークと各電算システムを使用して処理する業務での電子情報などの安全管理対策を確立し、運用する。
・そのために、情報セキュリティポリシー（①基本方針②対策基準③実施手順）の策定といった制度を構築する。

・電子行政情報に係る事故（行政情報の流出、不正使用、改ざん、破壊など）を防止し、セキュリティ体制を確立させる。

23年度実績 24年度実績 25年度実績 26年度当初

1,143 1,143対象指標１ 市職員数 人 1,115 1,133

13 13 0対象指標２ システム数 ｼｽﾃﾑ 13

活動指標１ 情報セキュリティ外部監査を実施した課等の数 課 3 5 5 5

活動指標２

成果指標１ 電子行政情報に係る事故件数 回 0 0 0 0

成果指標２

500 469 286 1,893

8,026 3,206 4,297 5,477

8,526 3,675 4,583 7,370

・情報セキュリティ外部監査
・情報セキュリティポリシー改訂作業
・情報セキュリテイ統合管理システム導入

・情報セキュリティポリシー改訂支援経費　　　284千円
・情報セキュリティ統合管理システム購入経費　　2千円
　（債務負担行為H25～H29）25年度
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―



事業を取り巻く環境変化

事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

・個人情報保護意識の高まり
・官民問わず個人情報漏えい等の事件、事故の発生

平成25年度の実績による担当課の評価（平成26年度７月時点）

（1）税金を使って達成する目的（対象と意図）ですか？市の役割や守備範囲にあった目的ですか？

　電子情報資産の安全管理は、市の業務遂行上、必要不可欠のものである。妥当である

妥当性が低い

▼

（2）上位の基本事業への貢献度は大きいですか？

　市民の情報を安全・確実に管理することは、行政運営の根幹である。貢献度大きい

貢献度ふつう

貢献度小さい

基礎的事務事業 ▼

（3）計画どおりに成果は上がっていますか？計画どおりに成果がでている理由、でていない理由は何ですか？

　外部監査、研修、掲示板周知、自主点検など、職員のセキュリティ意識は向
上しており、重大なセキュリティ事故は生じていない。

上がっている

どちらかといえば上がっている

上がらない

▼

（4）成果が向上する余地（可能性）がありますか？その理由は何ですか？

　セキュリティ対策を進めることで、情報漏えい・不正アクセス等の事件を未
然に抑止・防止する。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

成果向上余地　小・なし

▼

（5）現状の成果を落とさずにコスト（予算＋所要時間）を削減する方法はありませんか？

　職員のセキュリティに対する認識がかなり浸透してきたとはいえ、継続的に
セキュリティ対策を実施し、セキュリティレベルの向上に努めることが必要で
ある。

ある

なし

▼




